
－ 71 －

人間科学研究　Supplement 2021（2021）
修士論文要旨

新型コロナウイルス流行下における幼児の生活習慣の実態と課題

The living conditions of young children and their problems under spread of the 

COVID-19

 e

　本研究では、新型コロナウイルス流行下における幼児の
生活習慣の実態と課題を分析するために、登園自粛期間中
の３歳～６歳児の生活習慣調査を行った。登園継続児と登
園自粛児の２群［2020年５月］の比較と、また、４ヶ月後

［2020年９月］の追跡調査結果との比較・分析も行い、幼児
の抱える健康管理上の問題点とその改善策を検討した。

　保育園・こども園の３歳～６歳児699人の保護者に、登園
自粛期間中［2020年５月］の幼児の生活習慣の調査を実施
し、登園自粛期間中の登園継続児248人と登園自粛児308人
の２群に分けた比較・分析を行った。平均値の差をみるた
めに一元配置分散分析によって検討した。また、倫理的配
慮としては、調査の目的と方法のほか、調査の回答は任意
であること、個人名ならびに園名が特定されることはなく、
個人情報は保護されることを、調査園の代表者や保護者に
説明し、賛同の得られた保護者からの回答を得て分析した

（早稲田大学倫理審査承認番号［2020 051］）。

　21時30分以降就寝の幼児は４～６割、22時以降就寝の幼
児は、どちらにも２割程いた（図１）。

　１日の平均動画視聴時間は、登園継続男児が自粛前の47
分に比べて、自粛期間中［５月］で１時間24分であり、自
粛期間中の方が37分長く（ｐ＜0 01）、登園自粛男児では、
自粛前の55分、自粛期間中は１時間40分となり、自粛期間
中の方が１％水準で有意に45分長かった（表１）。

　幼児期は、21時までの就寝が推奨されている１）が、調査
対象児においては、登園自粛の有無に関係なく、遅寝で短
時間睡眠という生活リズムの乱れが続いていることを危惧

した。幼児の１日の平均動画視聴時間は、登園自粛期間中
の方が、自粛前より視聴時間が登園継続児で30分～40分、
登園自粛児で40分～45分有意に長くなっていたことは、外
出自粛・自宅待機の過ごし方としての情報や動画の提供２）

がなされ、新型コロナウイルス流行下で、わが子を楽しま
せるために動画の視聴を取り入れた家庭もあったと推察し
た。得られる情報やからだを動かす動画の支援は、メディ
アの利用を増やすことになるが、メディアの利用の適切な
ルールを決めることで有効利用ができるものと推察した。

　新型コロナウイルス流行下における３歳～６歳の幼児
556人の生活習慣の実態と課題を分析した。その結果、
（１）登園自粛期間中の幼児の生活習慣の実態は、登園の

継続と自粛に関わらず、21時30分以降就寝が４～６
割いるという遅寝の傾向にあった。

（２）１日の平均動画視聴時間は、登園継続男児で自粛期
間中（１時間24分）の方が自粛前より平均37分長く

（ｐ＜0 01）、登園自粛男児で自粛期間中（１時間40
分）の方が45分長かった（ｐ＜0 01）。

（３）支援による動画配信の増加に伴い、動画配信の内容
について、保護者による適切な選択利用と、動画視
聴における家庭での適切なルールづくりが求められ
た。同時に、コロナ禍でも実施できる近場での散歩
は、親子ともに心身に有効であろう。

文
１）前橋　明：食べて動いてよく寝よう－子どもが生き生
きする３つの法則－，食育学研究８（１），pp ４ 15，2013．
２）全国国立公立幼稚園・こども園長会ホームページ：親
子で一緒に楽しく活動することを促す教材・リーフレット，
ttp m e e tml 5 03（2020

年５月15日閲覧）．

図１　登園自粛期間中の幼児の就寝時刻の人数割合（男児）

表１　幼児の１日の通信機器による動画視聴時間（男児） （**：ｐ＜0.01）
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岩手県におけるがん終末期の療養先の決定に対する自律性
―文化的自己観に着目して―

The autonomy on decision-making of cancer end-of-life care locations

 in Iwate: Focusing on Cultural construal of self

 n

　厚生労働省は、2018年の『人生の最終段階における医療・

ケアの決定に関するガイドライン』において、アドバンス・

ケア・プランニング（ n e e l nn n  以下 ）

の概念を追加した。 とは、意思決定プロセスにおける

患者・家族・医療従事者の話し合いのプロセスを重視した

概念である。しかしながら、〈集団主義的な日本で個人によ

る意思決定は可能なのか〉という疑念はいまだに指摘され

ている。特に、地域や血縁との結びつきが強いとされる地

方においては、自律的な決定が困難であるといわれてきた。

国内外の医療上の意思決定に関する先行文献では、日本人

の場合では医療の意思決定の困難さが示唆されている。し

かし、〈集団主義的〉、〈個人主義的〉といった言葉で説明さ

れるような、個人と集団に関する認識という観点から、医療

上の意思決定に関する自律性を定量的に確認したものは見

当たらなかった。個人と集団に対する認識は、文化心理学

における概念である文化的自己観によって、≪相互独立性：

個人は集団から独立した存在として認識される≫と≪相互

協調性：個人は集団とつながった存在として認識される≫

として説明できると考えた。

　本研究は、がん終末期の療養先の決定に対する自律性と、

文化的自己観の関連を明らかにすることを目的とする。ま

た、決定に対する自律性に影響を及ぼす要因についても探

索し、医療従事者の意思決定支援について検討する。

　本研究では岩手県において、自記式質問紙を用いたアン

ケート調査を行った。文化的自己観の測定は、「相互独立的

―相互協調的自己観尺度 改訂版 」（高田ら  1996）を用い

た。医療の決定に対する自律性は独自尺度を作成した。

　1012件を配布し、700件の回答を回収した（回収率

69 12％）。その内、無効回答がない571件を分析対象とした

（有効回答率82％）。

　〈相互独立性〉得点と〈相互協調性〉得点について、決定

に対する自律性との相関を確認したところ、〈相互独立〉得

点には有意差な相関が確認された。

　療養先の決定に対する自律性への影響要因を探索するた

めにステップワイズ投入による重回帰分析を行った。その

結果、「自分の病気について悪いこともすべて医師から説明

されること」、「自分自身がどう過ごしたいかを医師に伝え

ること」、「自分らしくいられること」、「現在の健康状態」、

「〈相互独立性〉」というような個人や意思とのコミュニケー

ションに関する変数が関連していた。また、「終末期の療養

先の希望：自宅」、「現在の家族構成：子どもとの核家族世

帯」のような、家族に関する要因も影響していた。ただし、

「現在の健康状態」と「現在の家族構成」は、負に影響を及

ぼしていた。

　終末期の療養先の決定に対する自律性について、文化的

自己観における≪相互独立性≫の影響が確認された。これ

は、従来の言説としての〈集団主義的な人よりも個人主義

的な人の方が医療上の意思決定を行いやすい〉とする言説

を支持するものであろう。

　さらに自律性に影響する要因として、療養先の決定に関

するコミュニケーションスタイルが影響していると考えら

れた。これらは、医療上の決定場面における患者―医療者

間の対話のプロセスの重要性を一層示したものである。こ

れまでにも意思決定支援において、患者の価値観を理解す

ることが求められてきたが、その価値観は抽象的なもので

あった。そこで、終末期の療養先の決定に関連する価値観

として、患者のコミュニケーションのスタイルについて聞

き取っていくことが必要であると考える。

　また、決定に対する自律性には、家族への期待や遠慮が

関連していると考えられた。家族内の役割期待が、意思決

定における自律性に影響しているものと予測される。医療

従事者による意思決定支援としては、単に患者の自律性の

みを求めるのではなく、患者や家族員が認識する家族内役

割を確認し、その家族に適した方法で決定できるよう、支

援していくことが考えられる。

文

高田利武・大本美千恵・清家美紀 1996 「相互独立的―相

互協調的自己観尺度 改訂版 の作成」，『奈良大学紀

要』，第24巻，157‒173 頁
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中国における妊婦のメンタルヘルスと夫婦関係との関連

Association between Mental Health and Marital Relationships among Pregnant 

Women in China

 u

Background

　 e n n  m e  men e pe en e p l n  

p l l n e   ell  n e  n t e  

t tu  n t e m l  n  et  u n  t  pe  

ment l e lt    n nt mp t n t e 

m t e  e lt  e e n  te  el e  e e  

n p e u  tu e  p tp tum ment l e lt   

e e e  m e ttent n  e e  t e e e e  

tu e  u n  n p en t l ment l e lt  e 

t  e t n  ment l e lt  u n  p e n n  

n lu e e n m  n t n  l upp t   

l n  t  et  m n  t em  t e m t l 

el t n p  n mp t n t e ment l e lt   

p e n nt men  ut t  een el  tu e  n 

n  e pu p e  t  tu   t  n e t te 

t e n en e  p en t l t e  n  ep e n 

p e n nt men e pe en n  n  t e t n 

et een m t l el t n p n  p en t l t e  n  

ep e n n t e nte t  m e n ne e et  

Methods

　 e tu  n l e   e t n l tu   567 

ne e p e n nt men  un e ent e lt  e 

n p t l  n e n  n e  n  m ul  t  

Septem e  2020  e le  n lu e t e e n n  

St e  t n  S le S S  Sel t n  ep e n 

S le S S  n  t e  u tment S le S  

e l t  e e n m el  u e  t  ete m ne 

t e n luen n  t   t e  n  ep e n n  

n m  t t   m t l el t n p    

t   p en t l t e  n  ep e n  Spe m n 

el t n e ent met   u e  t  n l e 

t e el t n et een m t l el t n p  p en t l 

t e  n  ep e n  e e   p t  m el  

e t l e  t  e pl e t e el t n et een 

m t l el t n p  p en t l t e  n  ep e n

Results

　 e p p t n   t e  S S 1  n  

ep e e mpt m  S S≥53   19 9  n  50 4  

27 2   p e n nt men e n   m t l 

el t n p  e n e e  t e u n  e  

t e p te t e t    p en t l t e  le t e 

m l  e pe t t n   t e l  en e   

m t l el t n p  n  ep e n e e t e  

t  e  e u t n  t e p te t e t   

p en t l ep e n  n   m t l el t n p  

p en t l t e  unempl e  u n  p e n n  p e

p e n n  e lt  p lem  e e t e  t   

p en t l ep e n  n Spe m n el t n 

n l  t e m e el t n p le  

n ntl  el te  t  p en t l t e  n  

ep e n 0 001  u  t e t u tu l e u t n 

m el u e 1  p t  n l  e ult  m n e t  t t 

t e n l m el ul  t t e mple t  ell  t l  

p e  t e me t n  le  p en t l t e  n m t l 

el t n p n  ep e n  n  t e me t n  

nt ut n te  18 15

 
u e 1  e t n  m el  p en t l t e  et een m t l 

el t n p n  ep e n u n  p e n n

Discussion

　 e e ult   t  tu  e  t t  p en t l 

t e   t n e e le el n n  e 

p e len e  ep e n  e  t n t e  

tu e  n n  n  t  e t m te  t t t e e  

ep e n te  ue t  t e p e len e  

19  e lt  e e  e e  t  p  

ttent n t  t e ment l e lt   p e n nt men 

u n  p en t l e  t l el t n p  ne  

t e mp t nt t  e t n  p en t l t e  n  

ep e n    een n me   m n  

p e u  tu e  u e t n  t t t e e ment  

m t l el t n p ul  e n lu e  n p en t l 

e n n  en t l t e  pl   me t n  le 

n t e el t n p et een m t l el t n p n  

p en t l ep e n    t t t e  ul  

e e e   n e ment  ment l t te   

mp e ment l e lt  e l m e t e p  

 n  n t e e l t e p    

e ten u e  n e te n unt e  n e u e  n 

n   ell  n e  t  p e ne  e   

ne e me l e e p e  



－ 74 －

人間科学研究　Supplement 2021（2021）
修士論文要旨

罪を犯した障害者に対する地域生活定着支援センターの
ソーシャルワーク実践の内実と課題

S  m

　近年、矯正施設の受刑者の中に障害者が多く存在してい

るが、出所後に必要な支援に繋がらず、結果として再び罪

を犯し矯正施設に収容されるという「回転ドア現象」が指

摘され、司法と福祉の連携が重要視されている。このよう

な課題に対応するため、厚生労働省は2009（平21）年度よ

り、「地域生活定着支援事業（現在は地域生活定着促進事

業）」を開始し、高齢又は障害により支援を必要とする矯正

施設退所者に対して、保護観察所と協働し、退所後直ちに

福祉サービス等に繋げる「地域生活定着支援センター（以

下、「定着」という）」を設置した。本事業創設から10年以

上が経過した今も、研究の多くは司法領域の研究者や罪を

犯した障害者支援に直接携わっている実務家によるもので

ある。そこで、ソーシャルワークの本質に立ち返った研究

が必要であると考えるに至った。

　本研究では、罪を犯した障害者に対する定着のソーシャ

ルワーク実践自体に焦点を当て、司法と福祉が交錯するこ

の領域におけるソーシャルワーク実践の内実と課題を把握

した上で、その特質を明らかにすることを目的とした。研

究方法は文献研究と６県の定着のソーシャルワーカー7名

に対するインタビュー調査とした。倫理的配慮として、調

査対象者への文書及び口頭による説明と同意、早稲田大学

「人を対象とする研究に関する倫理審査委員会」の審査・承

認を得た（承認番号：2020 004）。

　調査の結果、34のコード化単位が生成され、12のカテゴ

リに整理された。これらを以下の３つの項目に分けて分析

した。「対象者との直接的な関わりにおけるソーシャルワー

ク実践」は、【支援の基本的な考え方】【対象者に対する理

解】【支援において重要視される点】【対象者との関わりの

上での困難】【対象者との関わりの上でのやりがい】という

５つのカテゴリによって構成された。「矯正施設・保護観察

所との連携におけるソーシャルワーク実践」は、【役割の相

違】【組織上の問題】という２つのカテゴリによって構成さ

れた。「地域の関係機関等との連携におけるソーシャルワー

ク実践」では、【連携における定着としての立場の認識】【行

政機関の対応上の問題】【福祉施設等の対応】【インフォー

マルな繫がり】【地域の関係機関との連携上のやりがい】と

いう５つのカテゴリによって構成された。

論

　インタビュー調査を分析したデータに考察を加えた結果、

以下の点が明らかとなった。第１は、定着のソーシャルワー

ク実践の「内実」である。「対象者との直接的な関わりの場

面」では、対象者を犯罪者とは見ず、生活環境による生き

づらさを抱えた福祉ニーズのある者と把握し、多様なニー

ズに対応するための専門的知識を駆使し、矯正施設という

特殊な環境の中に置かれている対象者のニーズを把握し将

来の地域生活を想定した支援を行う。対象者との信頼関係

構築や対象者への動機づけ、さらには、障害特性や犯罪特

性への対応に困難をかかえながらも、対象者との出会いや

その変化にやりがいを感じている。「矯正施設・保護観察所

との連携の場面」では、基盤や役割の違いのため、司法機

関側に地域の現状を把握しながら地域生活全体をどのよう

に調整していくのかといった視点が欠けている点が連携の

障壁となっている。「地域の関係機関との連携の場面」では、

定着は矯正施設と地域社会を繋ぐ架け橋の役割を果たそう

とするが、行政機関は対象者を正しく理解していないため

その対応に消極性が認められ、福祉施設等の関係機関も対

象者への偏見のため受入れを拒否するなどの点が連携の障

壁となっている。もっとも、同じ方向性が持てた時には強

いやりがいを感じている。

　第２は、定着のソーシャルワーク実践の「課題」である。

調査で判明した定着のソーシャルワーク実践をソーシャル

ワークの価値である「人間の尊厳」や「社会正義」の視点

から検討した結果、「福祉の司法化の問題」「矯正施設の社

会福祉士との連携の問題」「行政機関の消極性と権利擁護の

問題」「対象者に対する偏見の問題」という４つの問題点が

存在することが明らかとなった。

　第３は、定着のソーシャルワークの「特質」である。定

着のソーシャルワーク実践を、一般的なソーシャルワーク

と比較した結果、「矯正施設と地域との架け橋的役割」「広

域にわたる支援」「ソーシャルワーク実践の普遍性と固有

性」「環境的限界下での地域生活を想定した支援」「連携の

多様性」という５つの特質があることが明らかとなった。
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S  

　高齢ドライバーの自動車運転免許証の返納の推進が，日

本社会の課題の一つとなっている．この課題解決に関連し

て，これまで以上に地域公共交通機関を整備することが求

められている．しかしながら，居住する地域の公共交通機

関の利便性に課題がある場合，交通弱者になることを恐れ

て高齢ドライバーが自動車運転免許証を返納しない場合も

多い．一方，国土交通省は，持続可能なインフラ整備の観

点から，コンパクト・プラス・ネットワーク型のまちづく

りの形成を推進し，公共交通機関が拠点間を結ぶネット

ワークの形成を推進している．しかしながら，交通弱者に

対応した公共交通網の整備は それぞれの地域の社会経済

状況に応じた方策が求められて，全国統一的な基準や制度，

解決策形成があるわけではない．

　そこで本研究では，コミュニティバスの利用状況や互助

的な外出手段の実施状況の可視化を通して，コミュニティ

バスを核とした交通弱者に対応した地域公共交通について

埼玉県所沢市を事例に検討した．

　第１章では，交通弱者とされる人々がどのようにしてそ

の権利を得るまでに至ったのかを考察した．第1節では，日

本国内のいくつかの自治体における交通弱者の定義につい

て整理した．その結果、自治体ごとによってその定義が異

なっていた．第２節では，交通弱者政策や社会的動向を整

理した．メディアによる取り組みや，多様な人々に対応し

た交通政策の変遷を整理した．

　第２章では，交通弱者に関する先行研究について整理し

た．大きく，交通弱者，高齢者向け買い物支援，コミュニ

ティバスの３つの視点でまとめた結果，全国的に統一され

た取り組みよりも，それぞれの地域の実情に合わせた課題

解決が求められていることが明らかとなった．

　第３章では，埼玉県所沢市を事例に公共交通施策につい

て整理した．所沢市内を運行する，鉄道，路線バス，コミュ

ニティバス「ところバス」，タクシーについて検討した．特

に，「ところバス」とタクシーについて，市独自の交通弱者

に対する運賃減免措置について整理した．第４節では，2020

年10月から11月にかけて行った「ところバス」の全４路線

６コースにおける参与観察についてまとめた．「ところバ

ス」は，高齢者や障害者等の交通弱者対策，交通不便地域

の解消，公共施設へのアクセス向上のためを運行目的とし

て1998年から運行している．参与観察をしたところ，一般

の利用も少なからず見られたこと，鉄道駅での乗降が多く

見られた．

　第４章では，所沢市三ケ島地区を対象に，「ところバス」

西路線（新所沢・三ケ島コース）の三ケ島地区の区間と住

民主体の買い物支援活動の２点から検討した．その結果，三

ケ島地区を運行する「ところバス」においては，狭山ヶ丘

駅のほか病院や商業施設が集中する西武池袋線付近での乗

降が多く，特に人口集中地区に該当する地域での利用が多

かった．

　住民主体の買い物支援活動である「買い物クラブ」は8名

のサポーターにより運営され 利用者は３名であった．利用

者は，「買い物クラブ」のみを買い物の手段として利用して

いるのではなく，自身での運転や家族の運転によって買い

物をしていた．そのため「買い物クラブ」では誰かと買い

物に行くことによる楽しみが利用の動機であった．一方で，

自身や夫の自動車運転免許の更新が不可能になる可能性が

あるため，それを見越して現在から利用し始めていること

を述べていた．また サポーターへの聞き取りの結果，同一

の地域内に居住しているために地域の買い物環境が良くな

いことを認識しており その問題を解消するために参加し

ていた また 他のボランティア活動にも従事していた．

　第５章では，全体考察をした．所沢市の交通空白地では，

住民が主体となって買い物支援に取り組む団体も誕生し，

地域の足として機能していることが明らかになった 2020

年に地域公共交通に関する法律が改正されたことによって，

公共交通機関のなかに互助的な活動や病院や自動車学校の

送迎など 多様な交通手段が組み込まれていくことから 利

便性は向上するものと想定される しかし それぞれの事業

者が提供できる範囲は限定されていることから 地域ごと

に公共交通機関の構成を検討していく必要がある そのた

め，地区ごとに交通弱者を含む地域住民や公共交通機関事

業者が加わる公共交通に関する運営協議会の設置， の

活用によるデータに基づいた公共交通政策の展開，自家用

有償旅客運送などの互助的な移動支援団体の設立の促進な

ど，多様なアクターによる地域公共交通の整備の必要性に

ついて提案した．
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 n n

近年，中国は急速な経済成長を続けると同時

に高齢化が急速に進行し，高齢化問題は社会的関心も高い．

中国の政府は高齢者の医療サービス体系の整備に取り組み，

医療サービスについては総合病院中心のサービスモデルか

ら地域コミュニティ，家庭を包含する．医療・介護連携モ

デルについて模索しているなかで，在宅ケアの担い手の中

心として，訪問看護師はこの活躍が期待される．しかしな

がら，中国の医療保険提供体制は構築段階であり，訪問看

護サービスの内容，在宅看護プロセス，業務基準などはま

だ統一されていない，一方で，訪問看護提供機関や看護シ

ステムのバランス，訪問看護師の人材育成体系も十分とは

いえない．これまで中国における訪問看護師に関する研究

は制度的検討が中心でその専門性に関する研究はあまりな

く，訪問看護師を対象として検討したものはみられない．

　そこで，本研究では，中国の訪問看護師を対象として，訪

問看護師の専門性を明らかにすることを目的とした．

中国の浙江省杭州市における病院と地域のコ

ミュニティヘルスセンターで訪問看護経験を有する看護師

６人を対象として，無料通話アプリケーション「 e t」

を用いてオンライン半構造化面接を行った．一人当たりの

インタビュー時間は，40分－60分予定であった．対象者の

個人属性及び研究テーマを巡るインタビューガイドをあら

かじめ作成しておき，回答者の回答次第で深く掘り下げて

質問する形式とした．そして，分析に関しては，インタ

ビュー時に録音したデータを逐語禄に起こし，分析テーマ

に沿ってデータを解析した．具体的なプロセスは，①録音

データをテキスト化にした ②「現場の言葉」を文書セグメ

ントにする ③データの内容に即しながら②のコードを短

い言葉で要約し，ラベル「コード」を割り当てた ④コード

と文書セグメント間に脱文脈と再文脈化という作業を繰り

返して行った ⑤類似した意味内容の要素を探し，適切に表

現「理論の言葉」に置き換えた ⑥コードを抽象化のレベル

を上げ，サブカテゴリーを作成した ⑦概念モデル「カテゴ

リー」を作成した．

分析の結果，基本的能力，専門的能力，役割の３つ

のカテゴリーに分けられた．まず，【基本的能力】は，《基

本姿勢及び基本知識》，《利用者・家族とのコミュニケーショ

ン》，《他職種との連携》，《自己学習力》の４つのサブカテ

ゴリー，22コードが抽出された．【専門的能力】は，《日常

生活の見守り》，《家族・ホームヘルパーへの支援》，《看護

計画の立案》，《総合的な視点からのアセスメント》，《問題

の解決》，《高度的な訪問看護実践》，《リスクマネジメント》，

《感染管理》，《情報管理》，《人材育成》の10のサブカテゴ

リー，30コードが抽出された．また，訪問看護師の【役割】

は，出ていた【基本的能力】と【専門的能力】の結果に基

づいて，《看護者としての機能》，《チームメンバーとしての

機能》，《利用者・家族の支援者としての機能》３つのサブ

カテゴリー，13コードが抽出された．

本研究では，中国の訪問看護師の専門性を明らかに

することを目的として，中国訪問看護師を対象としたイン

タビュー調査を行った．現在，中国では訪問看護は，いず

れの地域でも試行中であり，制度の整備と併せた人材育成

が課題となっている．本研究で抽出された能力は，東京都

福祉保健局が提示する新任訪問看護師に求められる能力項

目と比較して，《災害時対応能力》《地域連携》《夜間対応》

という３つの項目が抽出されなかった．この原因としては，

中国における，①災害看護教育，②訪問看護教育，が構築

途中にあることが考えられた．今後中国において，訪問看

護システムを実装する際には，上記２点についても配慮し

たシステム構築が不可欠と考えられた．

　また，今後の中国において訪問看護が重要な役割を担っ

ていくことを考えたとき，看護学士課程または専門学校の

課程における訪問看護に関する教育プログラム開発とその

整備が求められる．特に，基盤となるコミュニケーション

能力については，教育方法とその評価尺度の開発が不可欠

であることを指摘した．

　今回抽出されたリスクマネジメントに関する項目を日中

間で比較した結果，看護師の安全確保が，日本よりも中国

で不足しており，特に患者からの暴力対策指針が求められ

ていた．日本の訪問看護史・制度を検討・分析し，中国に

おける訪問看護実地研修カリキュラム，学校看護基盤シス

テムの整備等の生かすことで，在宅ケアの推進が課題と

なっている中国国民の公衆衛生課題の改善のみならず，広

く訪問看護に関する知見の蓄積にも貢献できると考える．
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Temporal changes of executive function in 
amyloid precursor protein knock-in mice
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S  u e  

】ヒトパピローマウイルス（以下， ）感染

予防策として，ワクチン接種が有効であるとされている．日

本では2013年３月に ワクチン接種者に副反応が発見さ

れ，６月に厚生労働省が積極的勧奨を中止して以来，ワクチ

ン接種を拒否する動きが持続している．厚生労働省は，予防

接種施策の推進に向け，情報発信等の工夫を行い，ワクチ

ン接種に関する正確な情報の発信を行ってきた．医療情報

を国民が得る手段として，若年層を中心に，ソーシャルネッ

トワーキングサービス（以下，S S）が活用されている．S S

上では，周囲に影響を与えるユーザーが発信する情報が共

有，拡散され，コミュニティが形成されている．しかし，健

康・医療に関して，S S上で真偽不明の情報や虚偽の情報

が流布する「インフォデミック」が生じ， が警鐘を鳴

らしている．

　本研究では，日本におけるS S上の ワクチン接種に

関する情報を整理し，そのネットワークの特徴を明らかにす

ることを目的とした． 

日本国内で，2014年４月１日から2017年９月

30日までに tte 上に投稿された，「 ワクチン」「子宮

頸がんワクチン」 の文字列を含む208件のツイートを抽出し

た．抽出したツイートには， ，言語，投稿日時，緯度・経

度が含まれた．208件のツイートに関して，緯度・経度から

発信者の位置情報を算出し，都道府県別，市町村別，発信

者の 別にツイートを整理した．それぞれのツイートに関し

て，ツイートの種類， 添付の有無， によるリンク

先の情報，リアクション件数を整理し，真偽を判断した．ツ

イート抽出には， t n3 7 7を用いた．

発信地を都道府県別に整理した結果を図１に示し

た．地域別に区分した結果，北海道は４件，東北は６件，南

関東は123件，北関東・甲信は６件，北陸は５件，東海は35

件，近畿は10件，中国は４件，四国は３件，九州は９件で

あった． 別では，投稿を行った 数は93，うち5件以上投

稿を行った 数は４，２ ４件投稿を行った 数は14，１件

投稿を行った は75であった．特に，神奈川県でのツイー

ト66件，静岡県での14件，東京都での２件は同一の から

投稿された．ツイートの種類を整理した結果，ツイートは

109件，リツイートは65件，リプライは34件であった．

添付の有無に関して，ツイート中に の添付があったツ

イートは137件，無かったツイートは71件であった． に

よるリンク先の情報を整理した結果，137件中，ブログは50

件，ネットニュースは46件， e のリンクは７件，行

政機関のホームページは５件， u u eのリンクは４件，議

員のホームページは３件，医療サイトは２件，その他や不明

のリンクは20件であった．リアクションがあったツイートは

35件であった． 真偽判断の結果，「正確」であったツイート

は25件，「不正確」であったツイートは14件，「不明」であっ

たツイートは169件であった．

 
図１：発信者の位置情報（都道府県別）

ツイートの分布や発信者が偏在した要因として，

ワクチンに対する関心度が全国的なレベルになって

いなかったことや専門家あるいは特定個人の発信にとど

まっていた可能性が考えられた．内容に関して，真偽判断

が不可能なツイートが半数以上を占めた要因として，投稿

当時では副反応に関する検証結果が公表されてない点や，

ニュースやブログでは個人的な見解が述べることが中心で

あったことが影響したと考えられた．

　今後は，S Sを活用した医療情報の発信への活用が期待

される．分析に使用したデータセットに関して，抽出する

キーワード，期間を変更し，比較・検討する必要がある．
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Neuronal activity involved in perceptual decision-making in mice
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中国における高齢者ネット動画の視聴と若者の高齢者イメージの関連性

The relevance between Chinese young people’s image towards the elderly and 

viewing of the elderly YouTuber’s videos

S  

　本研究では、インターネットの発展による若者のネット動

画視聴が急速に増加している背景の下で、若者による高齢

者ネット動画の視聴状況、さらに高齢者ネット動画の視聴と

若者のもつ高齢者イメージの関係を解明することを目的に

調査分析を行った。

　まず、視聴経験の有無の影響因子として、若者の日常生

活での高齢者接触場面と一回あたりの高齢者との接触時間

の影響を検証した。高齢者との接触場面で、「介護関係の仕

事に従事している」、「趣味活動の参加」による高齢者と接触

する人はより高齢者ネット動画を視聴する割合が高かった。

そして、一回あたりの高齢者との接触時間は長いほど、高齢

者ネット動画を視聴する割合も高い。

　高齢者ネット動画の視聴経験の有無による高齢者イメー

ジの分析では、「役に立たない－役に立つ」、「消極的－積極

的」、「頑固－素直」、「考えが古い－考えが新しい」、「話しに

くい－話しやすい」、「貧しい－裕福」の６項目に統計的に有

意差が認められた。高齢者ネット動画の視聴者は、高齢者

に対してよりポジティブなイメージを持っていることが分

かった。

　このことを前提に、高齢者ネット動画視聴者の視聴傾向に

対して分析を行い、若者は「日常生活の l 」と「人生の

経験談」の2種類のコンテンツに高い興味が示すことが分

かった。一回あたりの視聴時間は、近年のショットビデオの

流行で若者のネット動画の長さの偏向は短時間になってお

り、その影響から「５分～10分間」の傾向が強かった。視

聴頻度は、「月に１、２回」と回答した人が最も多かった。高

齢者ネット動画の視聴は、一度きりの行為ではなく、継続的

に視聴している傾向も明らかになった。

　次に、高齢者イメージに因子分析を行い、高齢者ネット動

画視聴状況と高齢者イメージの関連性を調べた。その結果、

「内的能力」と「外見的評価」の２因子が抽出された。そし

て、高齢者イメージに肯定的な影響を与える要因として、高

齢者ネット動画の視聴頻度、動画を見始めた理由、そしてイ

ンタラクション行為の中ではフォローすることが関連して

いることが分かった。高齢者ネット動画の視聴頻度では、頻

度が高いほど、「内的能力」因子と「外見的評価」因子にお

いて積極的になることが示唆された。動画を見始めた理由

は、「内的能力」因子と「外見的評価」因子において「もと

もと高齢者に親しみがある」視聴者は二因子ともよりポジ

ティブに傾くと示唆された。インタラクション行為は、高齢

者 u u e を「フォロー」する経験の有無により「内的能

力」において有意差が見られた。

　また、高齢者ネット動画の視聴満足度と視聴状況の関連

性を分析した結果から、インタラクション行為の「フォロー」

において視聴者の情緒的満足度が高く、「寄付」において、寄

付行為があった視聴者は情緒的満足度と社交的満足度がよ

り高かったことが分かった。

　以上のことから、高齢者ネット動画の視聴と若者の高齢者

イメージの関連性が明らかになった。祖父母との同居経験が

少ない現在の若者にとって、高齢者ネット動画の視聴により

高齢者と接触する場ができ、一種より受け入れやすい世代

間交流にもなったと考える。インターネット技術がますます

生活に活用されていくこれからの時代では、今後インター

ネットメディアによる高齢者イメージへの影響力やその効

果は、さらに大きくなることが期待できると考える。



－ 81 －

人間科学研究　Supplement 2021（2021）
修士論文要旨

定住中国人看護師のキャリア形成
―「仕事と家族」の語りから ―

Career Formation of Chinese Nurses in Japan

Narratives on “Work and Family”

 u

　海外の看護師養成機関で看護師資格を取得した外国人看

護師が2009年に日本で働くようになってから10年が過ぎた。

日本の看護師国家試験に合格した 看護師の４割以上が

帰国しているのに対して、中国人看護師は日本で定着してい

る。看護師が海外で移住し、その国で働くには経済的な理由

だけでなく、共に暮らす家族がその国でより良く生活出来る

ことが関係している（ u n et l 2005）。

　本研究では、日本で定着して働く中国人看護師を対象に、

看護師の仕事と家族との生活に焦点をあて、日本で働き続

ける要因を明らかにする。

　2020年３月から11月にかけて半構造化インタビューによ

る質的調査を直接面接、または mや電話を使って１回１

時間程度、１人につき１回から３回行った。調査は、某

法人の仲介で来日し、合計８年以上日本で看護師として働

き、家族と共に過ごす中国人看護師６名を対象に行った。分

析は、文字起こしした文章をコード化とカテゴリー化し整理

した。作成したデータを熟読し、語られた内容から日本で定

着して働き続ける要因を分析した。

　インタビュー対象者の属性は、女性５名、男性１名で、１

名は日本人と結婚し、他の５名は中国人同士の結婚で、子ど

もがいる者は５名であった。来日時にすでに結婚していた者

は２名である。日本で継続して働いている者が５名、１名の

み一度中国に帰国して結婚し、その後夫と共に来日した。

要

　中国人看護師が来日するようになった2000年代後半は中

国が先進諸国並に看護師養成学校の高学歴化を促進して

いった頃と重なる。2007年と2008年来日の３名は中等専門学

校の看護科を卒業後に大学専科または本科に進学している。

それに対して、2007年来日の１名と2011年来日の２名は高等

中学校に進学、その卒業後に大学専科、本科で看護を学ん

でいた。

　中国での看護教育が急速に高学歴化してはいるものの、

大学で学んだ看護と現場で行われている看護には依然、大

きな違いがあり、それが看護師の海外進出を促す傾向にあ

る。

　中国人看護師は、国家試験を受験する前に 1の取得が必

要である。日本語能力の高さは、国家試験の合格率やその

後日本で働く上で優位に働いている。最初は、契約期間が

過ぎれば帰国する予定であった看護師達は、中国と日本の

看護の違いに触れ、さらに看護を深めたいと日本に残る。

　調査結果から中国人看護師が日本で働くことは、日本人だ

けでなく、在日中国人のためにもなっていることが判明し

た。看護師として働く場所を自分の居場所と捉え、さらに看

護師として成長したい、大学や大学院に進学したいという意

欲も語られた。中国人看護師が日本で働き続ける理由は、経

済的理由もあったが、総じてキャリアの向上に重きを置いて

いた。

要

　外国人看護師にとって配偶者の就職先が移住地にあるか

どうかも定住の要因となる。その点、中国人の場合、日本で

就労しているものも多く、配偶者自身が在留資格をもってい

た。その点、呼び寄せで来日した配偶者は日本で就職に就く

ことは難しい。だが、配偶者が希望する仕事に就けなかった

場合でも、看護師の仕事を支えることに徹している場合は日

本に定住している。子どもの育児サポート体制の充実、福祉

や医療サービスなどの良さも、中国人看護師が日本で定着

する要因としてあがった。教育に関しては、中国、日本どち

らで子どもを教育した方が良いかについては意見が分かれ

た。それに対して、中国にいる親の介護が必要になった場合

は帰国する可能性があることがわかった。

　中国人看護師が日本で定着する要因は、看護師の仕事だ

けでなく、家族との生活に関する様々な要因が複合的に影響

していることが明らかになった。

文
u n    nput   u    utt  2005  

nte n t n ll  e u te  nu e  n n n  le 

n  mpl t n   p l  n  un ＜ ttp  
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大学生のうつ病防止における学生相談室の役割と課題

 

 　近年、大学生のうつ病患者が増えており、大学生のうつ

病防止のため、専門職による心理療法、カウンセリング、教

育相談を行っている学生相談室が重要な役割を果たしてい

ると考えられる。本研究では、学生相談室の援助内容、大

学生の学生相談室に対する認知度と利用意志を調査するこ

とにより、大学生のうつ病予防における学生相談室の役割

と課題を明らかにすることが本研究の目的である。

：文献研究によるうつ病に関連する要因、相談意識、学

生相談室の役割、課題などを整理し、質問項目を作成し、大

学生８名と学生相談室の相談員８名を対象として半構造化

インタビューを行った。尚、本研究は早稲田大学人を対象

とする倫理審査を受審している。

　本研究を通して、大学生の中で、メンタルヘルスの問題

を抱えている人が多く、その中で、うつ病を発症した学生

も少なくない。大学生の具体的な相談ニーズとしては、傾

聴、情報提供、うつ病に関連する専門知識や問題が発生す

る際に対応する方法など、実際に問題解決に役立つ相談を

求めている。

　学生相談室では、臨床心理士や公認心理士資格を持って

いるカウンセラーがいるので、専門的な指導や相談、情報

提供などの支援を提供することができる。相談員に傾聴し

てもらい、個別の心理的援助とアドバイスを受けることに

より、ネガティブ思考を変え、抑うつの改善につながって

いた。

　うつ病防止の一環として、大学生に対する心理的教育も

必要となっており、講義、セミナー、ワークショップなど

を通して、うつ病のメガニズムや精神的不調の予防策につ

いて学び、ストレスマネジメントについての理解を深める

ことによって、実際に問題が起きる際に、自身でストレス

に対応することができ、うつ病の予防になる。このような

心理的教育や予防、提言も学生相談室の役割の一つとして

実施されていた。

　また、不登校、ハラスメント、災害・疾病などにより危

機状況に陥ると、学生には大きな心理的負担が生じるので、

精神的ケアの提供、地域との連携により、いつでも緊急対

応できるようにすることが学生相談室の重要な役割であり、

学生のうつ病予防につながると考えられる。

　本研究によりメンタルの不調を訴える学生にとって、学

内の学生相談室が一定の役割を果たしていることが確認で

きた。今後学生相談室がより活用されるためには、人員不

足の解消、開室時間外対応や外国語対応、学内外との連携、

コロナ対策など多くの課題がある。大学生に相談援助を提

供する際に、大学生のニーズに応じて、適切な相談方法と

相談環境を整えることが必要となっている。学生相談室の

利用率を向上するためには、学生相談室に対するマイナス

イメージを解消すると同時に、学生がうつ病に対する知識

やストレス対処能力を身につけることが重要であることか

ら、心理的教育と予防を大学教育の一環として行うことも

一案だと考える。また、危機的ケースが発生する場合の緊

急対応、夜間対応、地域との連携といったニーズに対応し、

相談の質を向上させるためには、相談に応じる人材の育成、

ピアサポートの活用、学内各部署、学外機関との連携など

が必要だと考えられる。
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日・中社会保障協定に関する現状と検討

Current Status and Research on Social Security Agreement

between Japan and China

 en

　社会保障協定は、外国に住んでいる人に対して、社会保

険の二重加入を防止するために設けられた制度であるが、

可能であれば年金加入期間が通算できるようにすることも

目的としている。

　近年、日本と中国の間では、互いに在留者数が多くなっ

ており、2019年9月1日に発効した「日・中社会保障協定」

には大きな意味がある。しかし、現段階では、日・中社会

保障協定は、年金の二重加入の防止を定めるのみで、日中

両国間での年金の加入期間の通算はできない。それは、日

本の公的年金制度は、財政的には全国1本で、賦課方式で運

営されているのに対し、中国では一部が個人口座での積立

方式を採用していることと、制度設計と運営が地域によっ

て異なっていることが原因である。

　また、現時点では、日・中医療保険に関する協定は締結

されていない。その原因は、日本の「国民皆保険」制度に

対して、中国の公的医療保険制度はまだ完全に皆保険には

なっていないためである。また、中国では、年金と同じよ

うに保険料の一部を個人口座で管理し、個人口座から給付

が行われる方式が施行されている。日本の公的医療保険が

単年度で収支が完結する短期保険の性格を持っているのに

対して、中国は個人口座で長期に資金を管理する長期保険

の性格を持っている。このように、日中の制度に大きな相

違があるため、両国の医療保険に関する協定は交渉の段階

にさえ至っていない。

　本研究では、協定で調整できなかった点を明らかにした

上で、残された課題の改善を計るための方策を明らかにす

ることを目的としている。特に日・中年金通算の課題と日・

中医療保険協定の今後のあり方を中心に検討する。

　日・中社会保障協定の交渉過程と現状を把握した上で、そ

の背景にある日中両国の制度の違いを詳細に検討し、近年

の動向をもとに今後のあり方を研究した。また、関連文書

を検索し、評価研究および内容分析の研究を通じて、質的

研究を行った。具体的には、日本と中国における公的年金

制度及び公的医療保険制度のそれぞれの特徴と過去の変遷

に基づいて分析を行った。公的年金制度については賦課方

式と積立方式の財政調達方法の違いの視点で、また、公的

医療保険制度に関しては、短期保険と長期保険の比較に

よって、日・中社会保障協定の残されている課題を明らか

にした。また、今後の方向性に基づいて、協定交渉の留意

点について検討した。

論

　日・中年金通算協定締結のためには、①日・中年金通算

に対応する保険給付の仕組みの確立、②両国の価格水準の

違いによる調整、③中国の地域で異なる拠出標準と給付標

準への対応が必要となる。この点について早急に合意し、年

金通算が可能となる協定を締結することが求められる。ま

た、日・中医療保険協定に関しては、現時点では日中制度

の根本的な相違性があるため、協定によって適用について

の特例を設けることは難しい。しかし、高額療養費制度な

どの特別な事情に対して、海外療養費のような形で給付を

受けることができるようにすることを提案する。
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Arduino を用いた低コスト簡易ハイブリッドトレーニング装置の試作

Trial production of a low-cost simple hybrid training device using Arduino

 S lu

 スポーツやリハビリテーション，コロナ禍の自宅におい

て，筋力増強や筋委縮予防の筋トレとして，筋肉や運動神

経に電気刺激を与えて筋肉を強制的に収縮させる le t  

u le St mul t n S が行われている．ハイブリッ

ドトレーニング は Sの一種であり，主動作筋の随

意収縮を筋電位等で検知し，それに同期して拮抗筋に電気

刺激を与えて主動作筋に対する抵抗運動を生じさせること

で，主動作筋と拮抗筋を同時に収縮させて筋力増強を図る

手法である．本手法は，開発されて20年以上経過し，その

有効性も示されているが，数種に限られ，普及に至ってい

るとは言い難い．その原因として，装置が約４万円と高額

であることも考えられる．そこで本研究では，安価なマイ

コンボード教材である u n を用いた安価な簡易

装置を試作することを目的とした．さらに，在宅トレーニ

ングにおいて，その実用性を確認した．

　装置は，筋電計回路と電気刺激出力回路，それらを制御

する u n から構成される． u n のアナログ入力ピ

ンに筋電計の出力を，出力デジタルピンに電気刺激出力回

路を接続した．筋電計は，計装アンプ，増幅率調整抵抗，コ

ンデンサ，電極から構成される本研究室で開発された簡易

筋電計を用いた．電源はパソコンに接続した u n  の

5 から供給し 基準電圧は3 3 に設定した．電気刺激出力

回路部は，フォトカプラ，強度調整用可変抵抗，  コ

ンバータ，電極から構成されている．電源は u n  の 

5  から供給し，絶縁 コンバータにより72  に昇圧

した．刺激強度は10～60m ，周

波数を20 ，パルス幅を正負共

に1m e とした．筋電信号は全

波整流の後，移動平均を施し，設

定した閾値を超えると電気刺激

を出力するように信号処理プロ

グラムを作成した．筆者自身に

おいて動作を確認したところ，

橈側手根伸筋の筋電を検出し，

それに同期して前脛骨筋に電気

刺激が出力された．

　対象は筆者と共同研究者である20代健常者の３名（女性

１名，男性２名）とした．試作機により左下肢の大腿四頭

筋の筋電位の検出に合わせて，ハムストリングに電気刺激

を与えながらスクワットを実施した．スクワットは低負荷

（男性50回×1，女性10回×１）期間３週間と高負荷（全員

50回×３）期間3週間の合計６週間，週３回のペースで自宅

にて実施した．

　各週，高精度型体組織計 860 ，大和製衡 ヤマト 社

製 で両下肢の筋肉量，脂肪率，筋肉率の測定，また６週間

の前後で左右膝伸展筋力を測定し，装置装着側と非装着側，

低負荷期間と高負荷期間の各変化を比較し検討した．

　非装着側と比較して装着側は，20代女性においては 低負

荷期間では効果が認められなかったが，高負荷期間では筋

肉量の増加，筋肉率の維持，また膝伸展筋力の増加が認め

られた  男性２名においては，高負荷期間に筋肉量・膝伸

展筋力の減少がみられたが，非装着側と比較して減少量が

小さかったことから，本装置は維持効果を有すると判断さ

れた．また，本試作機は，３名共に，６週間のトレーニン

グ期間中，故障なく実施でき，その耐久性が確認された．

　今後の課題として，今回の被験者が３名と少数であった

ことから，被験者を増やして効果を検討していく必要があ

る．また，運動習慣のある被験者２名においては，本装置

の効果が日常運動による効果に埋没し，効果が現れにく

かったと考えられたため，今後，日常的に運動習慣が無い

者を被験者として，先ずは検討していく必要があると考え

られる

論

　本研究により，教材用マイコンボード u n を用いて，

u n を除き部品代約3400円の低コストで， 装置を

制作することが可能となった．また，本装置を片側大腿部周

囲筋に適用し，６週間のスクワットを行ったところ，装置の

故障は無く，特に日常において運動習慣の無い被験者に対し

ては，非装着側に比べ，筋肉量および筋力の増加ならびに維

持効果が認められ，本装置の実用性が確認された．図 試作機実装済基板
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中国人大学生におけるデート DV に対する認識と
その関連要因に関する研究

Research on recognition of dating violence and its 

correlates among Chinese college students

 u

　ドメスティック・バイオレンス（ me t  len e，

以下 ）とは，配偶者や恋人など親密な関係にあるパー

トナーからの心理的，身体的，性的暴力等を指す． の

中で，特に，青年期の恋愛関係にあるカップルの内に生じ

るものについては，デート と呼ばれている．近年の複

数調査で，デート を経験した若者は40～50％で，その

うちデート の加害経験と被害経験の比率は1 1と報告さ

れている．

　劉（2019）は，デート に対する認識と 被害経験と

の間に負の関連があることを報告している． e

（2006）は，デート 被害者が将来的な 被害者になる

ことを指摘している．これまで，デート のリスク要因

について，性，学歴，出身地，性交渉経験，パートナーと

の居住形態のほかうつ，虐待経験，親の養育態度が指摘さ

れている．

　しかしながら，デート の被害，加害経験と親の養育

態度との関連について検証したものはあまりない．

　そこで本研究では，中国人大学生を対象として，デート

の加害，被害経験と親の養育態度との関連について明

らかにすることを目的とした．

　本研究は，オンラインアンケート調査を実施した．2020

年８月から９月に，ネット調査ツール問卷星を用い，

e tで無記名式の質問紙を配布し調査を行った．回収

数1038件の内，有効回答数は893件であり，有効回答率は

86 であった．調査項目は，基本属性，葛藤方略尺度改訂

版（ S2S），親の養育態度尺度（ ）で構成し，データ

はS SS26 0を用いて分析した．単純集計，t検定，χ2検定，

相関分析を行った．

　デート 経験者の割合は，被害経験・加害経験あり

64 4 ，加害経験のみ64 4 ，被害経験のみ55 1 ，経験な

し35 6 であった．デート の暴力種別では，加害で，心

理的暴力47 3 ，傷害25 0 ，身体的暴力27 5 ，性的暴力

23 7 ．被害で，心理的暴力45 5 ，傷害23 7 ，身体的暴

力32 0 ，性的暴力19 0 であった．

　性別，学歴，戸籍所在地，一人っ子，パートナーとの居

住形態，性交渉経験等とデート 加害，被害経験と統計

学的に有意な関連がみられた．

　親の養育態度については，父親の無関心・冷淡，過保護，

自律承認と母親の保護的，無関心・冷淡，過保護，自律承

認とデート 加害，被害経験と統計学的に有意な関連が

みられた．

　本研究の結果から，中国の若年層におけるデート 経

験と親の養育態度との間に統計学的に有意な関連がみられ

た．

　現在，世界レベルでデート に対する啓発活動が行わ

れている．日本では，2015年に閣議決定された「男女共同

参画基本計画（第４次）」で，女性に対する暴力の予防と根

絶のための基盤づくりとして，加害者及び被害者を生まな

いための若年層を対象とする予防啓発の拡充，教育・学習

の充実を図ることとされている．内閣府は，若年層に対し

て，男女の対等なパートナーシップや暴力を伴わない人間

関係の構築に向けた啓発の実施を目的に，予防啓発プログ

ラムの開発をしているが，親の養育態度の影響については

言及していない．今後は，デート のリスク要因や対応

機関の情報と合わせた教材開発が求められる．



－ 86 －

人間科学研究　Supplement 2021（2021）
修士論文要旨

介護施設のリスクマネジメント
-レジリエンス・エンジニアリングの視点による事例調査 -

Risk Management for Nursing Home

 -A Case Study from the Perspective of Resilience Engineering-

S  S

　過去１０年を振り返っただけでも東日本大震災、房総半

島台風、九州豪雨と歴史的災害が続いている。２０１９年

末からは世界的にＣＯＶＩＤ－１９が猛威を振るっている。

しかし要介護高齢者の生活に密着する介護事業では利用者

へのサービスを中断することができない。今後介護施設が

如何なる時も安定してサービスを提供するための取り組み

を研究し普及させる必要性が増しているといえる。そこで

本研究では複雑かつ変化する環境に適応して機能を継続す

る能力であるレジリエンス・エンジニアリングに注目した。

　レジリエンス・エンジニアリングに関する研究自体まだ

歴史が浅く、介護事業におけるレジリエンス・エンジニア

リングの現状は不明である。そこで本研究では、介護事業

におけるレジリエンス・エンジニアリング発揮のための主

要な能力などの実態を把握することと、従来のレジリエン

ス・エンジニアリング発揮のための主要な能力などに関す

る通説が介護事業に適用できるのかについて検討すること

を目的とした。研究方法は先行研究と事例研究である。事

例研究では、特別養護老人ホームを対象とし、特別養護老

人ホームを経営する法人の中でも、特にリスクマネジメン

トについて先進的と評価されている社会福祉法人六親会を

対象とした。事例研究では２０１７年１１月から２０２１

年１月にかけて、経営者２名（理事長と理事）へのインタ

ビュー調査を５回、職員２名へのインタビュー調査を１回、

その他メールでのやり取りを行った。またＣＯＶＩＤ－

１９禍における現状などを把握するため、先進的事例と考

えられる社会福祉法人２１法人（全国社会福祉法人経営者

協議会の地域共生社会推進委員会の委員メンバー法人１９

法人および東京都や厚生労働省の研究で先進事例として取

り上げられた法人社会福祉法人２法人）を対象に質問紙調

査とメールでのやりとりを行った。質問紙調査は２０２０

年１２月２２日から１２月３０日にかけて実施した。

　レジリエンス・エンジニアリングでは対処能力・監視能

力・予見能力・学習能力が主要な能力といわれている。こ

のうち対処能力を構成する要素が頑健性・迅速性・統合性

である。また対処能力を生み出すために必要なものとして

組織スラック（経営資源の余剰）がある。さらに対処能力

を向上させる要素としてリーダーからの情報発信とＩＣＴ

の活用が指摘されている。事例研究ではこれらの状況に着

目した。

　六親会では平時から複数の解決策が用意され頑健性が高

く、クレーム対応等迅速性も高い傾向がみられた。職員の

突然の休みといった突発的な変化にも柔軟に対応できてお

り統合性も高かった。監視能力、予見能力、学習能力とと

もに、過去の災害やノロウイルス発生の経験からこれらの

能力を高めていた。組織スラックはヒト・モノ・カネの視

点でみると、ヒトには不足が無く、モノは一時的に不自由

していたが不足は解決できていた。カネは日頃から厳し

かった。ＩＣＴに関しては、業務上要する数のタブレット

を設置していた。業務上ではインカムを活用して、迅速な

対応を図っていた。リーダーはＣＯＶＩＤ－１９禍で職員

へ情報を発信していた。これらから六親会のレジリエンス・

エンジニアリングの主要な能力は高いものの、ＣＯＶＩＤ

－１９に対して法人単独での対応力に限界があり、また介

護報酬の抑制もあり特に資金面で余裕がない課題があった。

　レジリエンス・エンジニアリングの通説は介護事業にも

おおむね妥当であったが、監視能力・予見能力の対象、主

要な４つの能力の関係、そして資金面の困難性の３つは異

なっていた。また本研究から六親会のレジリエンス・エン

ジニアリング能力が高かった理由は統合性と学習能力が高

かったためであること、各組織がレジリエンス・エンジニ

アリング能力を高める前提は職員が心身ともに健全である

こと、そして社会がレジリエンス・エンジニアリング能力

を高める鍵は介護事業者全体がレジリエンス・エンジニア

リング能力を高めることと社会が介護事業への認識を深め

ることであることが示唆された。

　今後は今回の実態把握を元に、事例の数を増やして定量

的に現状を把握することで特に有効な取り組みを特定し、

介護事業者のレジリエンス・エンジニアリング能力を評価

する指標を作成することが求められる。
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過剰診療についての日本と中国の比較と中国における対策の方向性の検討

The comparison of overtreatment between Japan and China and Discussion of 

China’s countermeasures

ue

要旨

　高齢者の急増と疾病構造の変化により医療費の膨大は各

国が抱えている問題である。医療は市場機能を使って提供

されており、一方、一般の市場と違って特殊な体質を持っ

ている。医療サービスの価格が安くすれば、市場の需要が

多くなり、医療提供側はより高度で濃厚な医療を提供しが

ち。こうして、重要の拡大により過剰な医療が発生する。も

う一つは医療の提供側と需要側の情報の不対称特徴により

医師が必要以上の医療行為を誘発する現象。第3は医療機関

の配置の歪みにより患者が大病院に集中し、大病院では過

剰な患者が集まる。本来高度な医療必要ではない患者が大

病院に殺到し、高度医療が受けられない方も少なくない。ま

た、大病院では「待つ３時間、診療は３分間」という皮肉

な医療現象が起こった。

　中国は1970年代から計画経済時代から市場化時代へ移行

し、これは医療には大きな影響を与えた。病院の経営状態

は病院自体が責任を負わないといけない、政府からの補助

も少なくなった。こうした中で、病院の経営の為医療機関、

医師は薬価差益を追求し、必要数以上の薬を出し、同じ効

果の薬でも薬価差益が大きい高額な薬を選択。いわば「過

剰処方」現象である。こういう過剰処方は中国の「以薬養

医」という社会現象の一要因であり、また、必要以上な高

額な医療費になる。医療保険給付水準が低い中国では、「看

病貴」という社会問題は医師誘導による過剰診療問題が要

因の１つと考えられる。計画経済時代では農村医療システ

ムは遅れて、人材や医療資源が大都市の大病院に集中し、医

療資源の格差が大きくなっていた。このような背景で患者

が良い医療サービスが受けたいため、大病院受診の希望が

強く、大学には多くの患者が殺到することになった。高度

な機能を持った病院に軽症の患者が集まることで、過剰な

医療行為につながる。

　日本の医療は中国と同じ市場の機能を使って、医療サー

ビスを提供している。日本医薬分業前には、薬価差益が大

きい、薬漬け医療問題があった。医薬品を使えば使うほど

薬価差による医療機関の利益が大きくなる。過剰処方を起

こした。日本と中国が過剰処方に同じメカニズムである。医

療機関から見ると日本は民間の中小病院が多く、各医療機

関の機能分化不十分、医療機関の連携が不十分により、病

状に応じた最適な医療機関がないため、病状が回復しても

長期入院が発生している。中国では医療費が高く、入院す

ればするほど個人負担が多くなるため、逆に病気がしっか

り直してない段階で経済の問題で退院やむを得なくなる状

況に追い込まれる。

　本研究では過剰診療の視点から、日本と中国の過剰診療

を発生する原理、背景、現状および対策を比較することで、

日本が行ってきた対策は中国で適応かどうかの分析を行い、

中国のこれからの医療のあり方について提言する。

　日本の医療政策から「正」の経験は医師の報酬と薬をリ

ンクさせない、医薬分業を推進すべき。診療報酬の設定に

より医療行為を誘導する。保険審査機関は診療報酬の架空

請求をチェックだけではなく、医療内容が適切かどうかの

チェックも行い、過剰診療の診療報酬を拒否する。中国で

も医療行為の監督機能を強化すべき。日本の政策から「負」

の経験、老人医療費無料化制度。老人医療無料化は高齢者

が容易に病院に受診病院のサロン化現象、医療費の高騰を

起こした。これは患者に適切な医療とは言えない過剰医療

を起こった。

　近年、「過剰診療」が多く取り上げられて、医療保険制度

が構築されている国々に対して、高齢者増加により医療費

が多くなっている。過剰診療は必要ではない医療を行うこ

とで保険診療財政に大きい影響を与えた。医療保険制度を

崩壊させない、医療費抑制の意味合いで過剰診療を抑制し

ようとしている。しかし、中国では、医療保険給付が低く、

過剰診療が多くの医療費が直接患者負担することになった。

医療費の高騰、医療行為の不正は中国では医師と患者の対

立関係を激しくなっている。患者が安心で受診できるよう

過剰診療を解消すべきだと考えられる。このような背景の

中アメリカをはじめエビデンスに基づく医療、標準医療が

はじまった、これにより 方式が採用され、診療体系が

確立されてなくても、保険者が患者に代わって参入し、医

療提供者に交渉するという形態を作り出すのが最も有効な

方法である。中国は日本の動きを参考として、標準医療の

策定と保険者機能の強化に向かっていく必要があるだろう。
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 n u

　中国の現代化と都市化に伴い、沿岸部の都市と内陸部の

農村では人々の生活水準に大きな開きがあり、1980年代から

農村の人たちの多くが都市に出稼ぎに行っている。こうした

人々は農民工と呼ばれる。中国の戸籍制度による制限のた

め、農村部の戸籍保有者が都市部に戸籍を移動させること

は非常に難しく、戸籍がなければ都市部での学校や医療など

の社会保障を受けることができない。それゆえ農民工は子ど

もを農村に残さざるを得ない。両親が都市部に出稼ぎして家

を留守している農村世帯の子どもたちが留守児童というこ

とである。留守児童は祖父母や親戚と一緒に暮らし、長期間

両親と別居している。中国民政部の統計によると、2018年に

合計で697万人の留守児童がいる。大部分の留守児童は農村

地区で暮らしているので、家族の貧困は子どもの生活の貧困

につながっているのみではなく、留守児童の成長に悪い影響

もあると見られる。長期間両親と別居し、親からの愛情やケ

アなどが不足しているので、留守児童が肉体的及び精神的

に健全な環境で成長していないと指摘されているのである。

　本研究では、中国雲南省山岳における留守児童を例とし

て取り上げ、貧困による留守児童の現状に着目し、ソーシャ

ルワークと子どもの貧困についての実践的な意義や留守児

童への支援におけるソーシャルワークの現実的な価値を深

く分析し、貧困な留守児童に対するソーシャルワーカーの

役割を明らかにすることを目的とする。

　本研究では、インタビュー調査の手法を用いて、留守児

童に対するソーシャルワーカーの役割を分析する。本研究

のインタビュー対象者は自治体職員、学校の教員、ソーシャ

ルワーカーである。

　雲南省大理州 郷政府に所属している関係者１名に対し

てはメールにより、インタビュー調査を行った。次いで、雲

南省大理州 郷にある小学校の校長先生、中国のソーシャ

ルワークに関する資格を持ち、非営利組織に所属し、山岳

地帯に長時間支援しているソーシャルワーカー３名に対し

て、半構造化インタビューを行った。インタビューの時間

は60分から150分であり、コロナウイルスの影響により、ビ

デオ電話による聞き取りという方法をとった。

　留守児童の親は家計を維持するために、出稼ぎに行く。留

守児童は平日に寄宿制学校の寮に学校の教師と生活してい

る。週末や休みの時に、自宅に祖父母と暮らしている。隔世

教育により、留守児童は主に教育問題、心理問題、生活問

題を抱えている。ソーシャルワーカーは一人一人の留守児童

の周囲の環境を重視し、ソーシャルワークの専門知識を活か

し、留守児童問題の根源から解決している。ソーシャルワー

カーは、留守児童に希望を与えようと支援を展開していた。

　まず、ソーシャルワーカーは留守児童の教育問題を重視

し、留守児童の成績の向上に役に立つための学習支援を行

なっていた。また、留守児童の生活問題には、ソーシャル

ワーカーが寄付金などの手段で貧困問題に対応していた。

しかし、留守児童の健康問題、衛生問題、家庭内暴力問題

に関しては、解決に至ることが難しい状況であった。そう

した現状から留守児童の心理問題に関しても、ソーシャル

ワーカーは意識したが、心理学の知識が欠如するため、ま

だうまく対応できていなかった。

　しかし、ソーシャルワーカーが展開しているサービスの内

容が留守児童の問題に十分対応してなかったのは、ソー

シャルワーカー自身の専門性という課題だけではなく、人手

不足、資金不足、地理的な制約などの困難とも関係していた。

論

　留守児童に対するソーシャルワークは効果的に実施され

ていると考えられる。ソーシャルワーカーは一人一人の留

守児童を対象にし、現地の状況を含め、ソーシャルワーク

の専門知識を活かし、多くの留守児童を助け、癒し、変え

ることがしている。ソーシャルワーカーの役割は留守児童

に希望を与え、人生を癒し、未来を変えることであり、留

守児童の成長に役に立つと言える。

　一方、ソーシャルワーカーの支援内容は留守児童全ての

問題を十分にカバーしていないため、留守児童の心理問題、

家庭内暴力問題や衛生問題をめぐってどのようにサービス

を展開していくのかということは、今後の課題である。
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 e

　日本は超高齢社会を迎えており、要介護老人や認知症高

齢者の増加により、今後は介護サービスの需要がますます

高まっていくと想定される。人手不足への支援やより質の

高い福祉サービスを効率よく提供するため、介護事業経営

における の有効活用に対する期待が高まっており、現

在、介護福祉現場の 化が一段と進んでいる。

　しかし、 コンサルティングなどの実務にも関わる筆

者の立場からみれば、介護福祉事業と の連携を適切に

管理し、 の効果を経営効果に繋げている事業者は多く

ない。

　このような問題意識から、本研究では介護事業経営にお

ける重要度が高まっている がどのように組織の中で活

用され、どのように経営効果に結び付いているかの因果構

造を明らかにする。

　本研究では質問紙調査結果を用いた統計的実証分析を

行った。プレ調査では介護福祉事業を行う社会福祉法人の

経営者および プロジェクトにかかわったリーダーを対

象に、 導入の目的・背景、経営者と メンバーの連

携状況、 導入のプロセス、プロジェクトの達成度合や

導入後の課題点などについてヒアリング調査を行い、経過

観察を行った。質問紙調査では、2020年12月に北信越地域

５県（石川県、富山県、福井県、長野県、新潟県）に本部

を置く介護事業を行う社会福祉法人312法人に調査票を郵

送し、102法人から有効回答を得た。質問紙調査の回収率は

32 7 であった。

　また、経営効果の測定は介護福祉事業の特質を踏まえ、近

年、非営利組織の業績評価に有効性が確認されている S

フレームワークを用いた。

　分析ソフトは、 社S SS St t t  26 0、モデル探索

ソフトは 社S SS m  26 0を活用した。

　本研究では先行研究で開発された事業の組織的 活用

能力指標の尺度を参考に、介護福祉事業を行う社会福祉法

人を対象に質問紙調査を行い、社会福祉法人の 活用能

力を評価した。その結果、社会福祉法人全体の評価は８段

階評価（1、2 、2 、3 、3 、4 、4 、5）の中で「2 」で

あるとわかった。また、 専門部署を設けている法人は

僅か全体の４ であった。

　また、分析の結果により、 活用の構成要素である

「トップリーダーシップ」「コミュニケーション」「 構築

力」と「経営効果（ S フレームワークを用いて測定した

経営力）」の因果構造モデルを明らかにした。介護福祉事業

の 活用と経営効果の関係性において、トップリーダー

シップが発揮できた法人ほどコミュニケーション能力が高

く、 活用能力も高いといえる。また、トップリーダー

シップはコミュニケーションを介して、 構築力に正的

影響をみられた。しかし、トップリーダーシップは 構

築力を介して経営効果に有意な影響を確認されなかった。

　介護福祉現場では 専任者が少ないことから、 を

経営全体への最適化を図り、技術的な側面を支える役割を

十分に果たせていないと推察される。その結果、経営効果

のアウトカムにまで落とし込めていないことを考えられる。

また、社会福祉法人の経営者ヒアリング調査で明らかにし

た点も踏まえ、介護ソフトの機能が現場に浸透されていな

いこと、各種 アプリケーションのインターフェース、プ

ラットフォームが統一されずオペレーションや管理の非効

率性であることも理由として考えられる。

　介護福祉現場における 活用の効果を高め、事業経営

に貢献するためには、介護業務にも精通する 人材の育

成、現場での リテラシーの向上、また、経営効果に繋

げるための適切な マネジメントの必要性を示唆した。

　今後、介護福祉現場における 活用の現状把握および、

本研究で考察した経営効果との因果構造モデルのさらなる

実証を進めるため、より広範囲なデータ収集を進める余地

がある。また、地域性や法人規模、展開する事業の種類と

いった法人属性をも加味した分析は今後の研究課題となる。


